
１２ 県・横浜・川崎・相模原 防災・危機管理対策推進協議会設置要綱 

【危機管理本部】 

（目 的） 

第１条 平成７年及び平成16 年の県・横浜・川崎三首長懇談会における合意に基づき、首

都圏の中核を占める神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市がそれぞれ取り組んでいる地域

防災計画等の中で、都市地域における防災・危機管理対策の具体化を図り、さらに協調し

て対策の推進を図るため、県・横浜・川崎・相模原 防災・危機管理対策推進協議会（以

下「協議会」という。）を設置する。 

（事 業） 

第２条 協議会は、都市地域における防災・危機管理対策の具体化を図るため、次の事項

について協議を行う。 

（１）災害発生時等における応急対策活動の相互の協力、支援の具体化策 

（２）災害時等における、必要な空地、未利用地の確保、利用調整、情報の共有化 

（３）石油コンビナート地区の防災対策 

（４）都市直下型地震対策に係る制度の調査研究 

（５）国民の保護に関する計画 

（６）その他防災・危機管理対策課題 

（構 成） 

第３条 協議会は、別表１に掲げる委員をもって構成する。 

（幹事会） 

第４条 協議会に、その目的を達成するため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる者をもって構成し、幹事会の座長は、神奈川県くらし安全

防災局防災部危機管理防災課長が当たる。 

（会計監事） 

第５条 協議会の会計監事は、会長が協議会の同意を得て、横浜市総務局危機管理課職

員、川崎市危機管理本部危機管理部職員及び相模原市危機管理局危機管理課職員のうちか

らそれぞれ各１名を毎年度選任する。 

（会 長） 

第６条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、神奈川県くらし安全防災局防災部長をもってあてる。 

（会 議） 

第７条 協議会の会議は会長が、幹事会は幹事会座長がそれぞれ必要に応じ招集する。 

２ 協議会の会長は、必要に応じて会議に、協議会の構成委員以外の関係者の出席を求め

ることができる。 

３ 協議会の会長は、必要に応じて作業部会を設置することができる。 



（経 費） 

第８条 協議会の経費は、神奈川県、横浜市、川崎市及び相模原市が同額負担するものと

する。 

（会計監査） 

第９条 協議会の会計監査は、年１回実施する。 

２ 会計監事は事務局に対し、会計に関する報告を求めることができる。 

（事務局） 

第１０条 協議会の事務局は、神奈川県くらし安全防災局防災部危機管理防災課に置く。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は協議会に諮

って定める。 

附 則 

この要綱は、平成８年２月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年１１月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１１年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１０月２７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年５月１３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年５月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成２２年５月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

別表１（第３条関係）  別表２（第４条関係） 

神奈川県 防災部長  神奈川県 危機管理防災課長 

横 浜 市 危機管理室長  横 浜 市 危機管理課長 

川 崎 市 危機管理部長  川 崎 市 企画担当課長 

相模原市 危機管理監  相模原市 危機管理課長 


